
資料１

NO 区分 章 意見の内容 対応案

1 Ａ 全体 ＜骨子案に対する意見の内容
    Ｎｏ7＞

地方自治法で、県条例に市町村
の責務を負わすことは困難とのこと
だが、この条例は県民の生命、身
体、財産の保護に大きな役割を果
たすため、地方自治法の規定をこ
の条例においては除外する特別措
置、法整備はできないか。

＜No7に対する考え方への意見＞
ご意見に対する考え方について

は、憲法第94条から規定せず、地
方自治法の分権の観点から書くこと
が必要ではないか。

　8月24日検討会資料Ｎｏ7のご意見に対する考え方を
次のとおり修正したい。

　（現在案）
　憲法第94条により、都道府県は法律の範囲内で条例
を作ることができると定められています。地方自治法の
規定を除外する特別措置法は、国会を通して作成され
る法でなければできません。

　（修正案）
　地方自治法が基本とする考え方としては、都道府県と
市町村との関係は、上下関係や命令監督関係ではな
く、対等・協力の関係です。よって、県の条例で、市町
村の責務を負わせたり、基本的に新たな事務を生み出
すことは記載できません。
　こうした地方自治法の考え方を除外する特別措置法
は、国会を通して作成される法でなければできません。

2 Ａ 第2章第1
旧建築基
準による
建築物の
耐震性の

向上

＜骨子案に対する意見の内容
  Ｎｏ13＞
　一戸建ての個人住宅では、建築
基準法より高い耐震性を持つ住宅
が建てられているが、マンションで
は、建築基準法の最低基準を満た
す程度のものしか建築されていな
い。軟弱地盤では、揺れが増幅す
るため、最低基準で建てられたマン
ションが倒壊し、周辺に影響を与え
ないか心配。条例では、高知市など
の地盤が悪い地域にマンションなど
の建築物を建てる場合に、建築基
準法より厳しい耐震基準を設定する
必要があるのではないか。

＜No13に対する考え方への意見＞
　ご意見に対する考え方について
は、建築基準法の考えを示すにとど
まらず、条例としてどう考えているか
を説明する必要があるのでないか。

　8月24日検討会資料Ｎｏ13のご意見に対する考え方
を次のとおり修正したい。

　（現在案）
　現在の建築基準法における耐震性能は「大地震に対
して、建築物にある程度被害で出ても、倒壊には至らな
いこと」を目的としていますので、現行の建築基準法の
基準で建てられた建築物は、地盤条件に応じた安全性
の確認がされており倒壊といった被害は出ないとされて
います。

　（修正案）
　現在の建築基準法における耐震性能は「大地震に対
して、建築物にある程度被害が出ても、倒壊には至らな
いこと」を目的としていますので、現行の建築基準法の
基準で建てられた建築物は、地盤条件に応じた安全性
の確認がされており倒壊といった被害は出ないとされて
います。
　この条例は、そのことを前提に作成していますので、
この条例で新たな耐震基準を設けるという考えに立っ
ていません。

3 B 第5章第2
屋内にお
ける家具
等の安全
性の向上

＜骨子案に対する意見の内容
　Ｎｏ19＞
　都市ガスについてガス漏れのおそ
れがある場合、緊急避難として住民
で、ガス管の弁を締めてガスを止め
たいが、そういうのに対応できる条
文を入れてほしい。

＜No19に対する考え方への意見＞
　ご意見に対する考え方に、あえ
て、特定の事業者名を出す必要は
ないのはないか。

　8月24日検討会資料Ｎｏ19のご意見に対する考え方
を次のとおり修正したい。

　（現在案）
　地震時における都市ガスの緊急対策としては、四国
ガス（株）の場合、

　（修正案）
　地震時における都市ガスの緊急対策としては、県内
の都市ガス事業者の場合、

※区分欄は、Ａは検討会の委員から意見があったもの。Bは事務局の調整等により見直しを行うもの。

骨子案に対する意見等への対応について
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資料１

NO 区分 章 意見の内容 対応案

4 Ｂ 第1章第5
事業者の

責務

　8月24日検討会資料Ｎｏ73のご意見に対する考え方
を次のとおり修正したい。

　事業者が、地震発生後も事業を継続するためには、
何よりも事前の備えが重要ですが、雇用や地域経済へ
の影響を最小限に抑えるためにも、地震が発生したとき
は、事業活動に不可欠な機能を回復するために必要
な措置をとることが重要と考えます。
  併せて、地域と協力して避難誘導や救助活動などに
あたる必要もありますので、地震発生前と地震発生後
における事業者の責務の表現の見直しも併せて、第１
章第５の事業者の責務を

＜No73に対する考え方への意見＞
地震発生後の対応として、事業者

が事業継続に努めることは当然のこ
とで、あえて責務にそのことを規定
する必要はないとの考えから、骨子
案から、削除しているが、事業を継
続するために事前の対策を行って
いても、想定できない事態が発生し
て、事業を継続することが困難な状
況になることは、過去の震災の事例
をみても、明らかである。事業者の
最も重要な責務は、事業を継続す
ることにあるため、地震発生後にお
いても、事業者に対して事業継続
することを求めることは、重要と思
う。

5 A 第1章第6
県の責務

＜骨子案に対する意見の内容
　Ｎｏ74＞

第１章第３基本理念の（４）では、
県自らが、社会基盤の整備を行うよ
う規定しているが、県の責務では、
南海地震対策を推進するとだけで、
具体の規定がない。県の責務でも、
ハード対策について規定する必要
があるのでないか。

＜No74に対する考え方への意見＞
現在、実施しているハード対策も

あるので、県の責務に規定すること
は問題ないのではないか。ただ、
様々なハード対策があるが、全ての
ハード対策ができるわけではないの
で、規定するにあたっては、誤解の
ないように表現することが必要。

　この条例は、第１章の総則で、条例の全体にかかる基
本理念や基本理念を実現するための各主体（県民、事
業者、県）の基本的な責務などを明記し、具体に取り組
む中身は、第２章以降に規定する構成としていますの
で、県の責務では、この基本理念を実現するために、
組織と機能のすべてをあげて、計画的に進めていくと
いう基本的な方向付けを規定し、ハード対策など具体
の取組は、第２章以降に規定することにしたいと考えま
す。

「１　事業者は、その社会的責任を自覚し、震災から事
業所内の人の生命、身体を守り、自らの施設、設備等
による周辺の居住者等への被害を最小限に抑え、地震
発生後も事業の継続を行うため、あらかじめ自らが管理
する施設、設備等の安全性の確保や震災への対応力
の向上等の被害の軽減のために必要な備えを行うよう
努めなければいけません。
２　事業者は、地震が発生したときは、事業所内及びそ
の周辺地域の被害を最小限に抑えるため、地域の自
主防災組織及び周辺の居住者等と協力して、避難誘
導、救助活動、消火活動等の活動を積極的に行うとと
もに、事業活動に不可欠な機能を回復するために必要
な措置をとるように努めなければいけません。」　と修正
します。

＜骨子案に対する意見の内容
　Ｎｏ73＞
・事業者は、地震発生後には、事業
を継続するよう努力することは当然
のことで、あえて、事業者の責務
に、そのことを規定する必要がある
のか。
・第５の１項と２項が同じような内容
になっているので、読みやすいよう
に修正する必要があるのではない
か。
・事業者の責務として、周辺の人の
救助にあたることも規定すべきでな
いか。

2



資料１

NO 区分 章 意見の内容 対応案

6 Ａ 第9章第2
節第6

災害時要
援護者の
情報の把
握と適正
な取扱い

＜骨子案に対する意見の内容
　Ｎｏ78＞

第６では、まず先に、災害時要援
護者の方から、訓練などに参加し支
援を求めるよう規定されているが、
災害時要援護者は、なかなか参加
できないことが想定されるので、支
援者側から先に規定すべきではな
いか。

＜No78に対する考え方への意見＞
条例のスタイルとして自助→共助

→公助という順で規定しており、災
害時要援護者への支援について
も、自助からスタートすべきではな
いかということで、災害時要援護者
自らの努力を先に規定した。ただ、
支援者側からの支援の仕組みが先
にないと、現実には、災害時要援護
者側からは支援を求める先も分から
ないため、第９章第２節第６の１と２
の順を入れかえても支障がないと思
う。

　8月24日検討会資料Ｎｏ78のご意見に対する考え方
を次のとおり修正したい。

（修正案）
　災害時要援護者の情報の把握にあたっては、災害時
要援護者本人から支援者に支援を求める方法と、支援
者側から災害時要援護者に働きかける方法がありま
す。
　骨子案では、災害時要援護者であっても、すべて支
援者に頼るのではなく、自らの命を守るためには、自ら
が備え、自ら支援を求めるなど、自ら努力することが大
切であり、その意識を持つことが重要であるという理由
から、まず、災害時要援護者側から支援に必要な情報
を提供することを規定しました。
　　しかし、いつどこで地域の防災活動が行われるか、
誰に支援を求めればよいかなどの情報が提供されなけ
れば、災害時要援護者の方に、地域の防災活動への
参加や自らの情報の提供を求めることは、現実的でな
いと思われますので、第６章の１と２の順序を入れ替え
て、支援者側から規定するよう修正します。
　併せて、第６の見出しを、「災害時要援護者の情報の
把握と適正な取扱い」を「災害時要援護者の把握と個
人情報の適正な取扱い」に修正します。

7 Ａ 第9章第2
節第6

災害時要
援護者の
情報の把
握と適正
な取扱い

＜骨子案に対する意見の内容
　Ｎｏ79＞
災害時要援護者の中には、難病患
者の方など、地域の防災活動に参
加できない人もいると思うが、そうい
う人は、家族が行うことになるのでは
ないか。

＜No79に対する考え方への意見＞
地域の防災活動等に自主的に参

加すべき人に「家族」を追記してい
るが、災害時要援護者との関係で
もっと広がりをもった言葉にすべき
でないか。

　一人暮らしの寝たきりの方で、家族がいない方につい
ては、介護者や近所の方が本人や家族にかわって、地
域の防災活動等に参加したり、支援に必要な情報など
を支援者に提供することも考えられますが、こうした協
力は、共助の意志によるもので、支援ネットワークを構
成する支援者としての立場と重なることから、条例で
は、災害時要援護者側からの求めは、災害時要援護
者とその家族の範囲で規定することとしたい。
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資料１

NO 区分 章 意見の内容 対応案

8 Ａ 第1章第7
市町村の

役割

＜その他の意見＞
条例では、県民の方からの意見に

もあるように、市町村の役割が弱い
ように感じる。このため、条例で、
「県は、市町村が本条例に基づき、
積極的に南海地震対策に取り組む
ことを求めていく。」と規定できない
か。

　条例に、県の立場から、市町村に求めることを規定す
ることは可能ですが、その場合には、求めるに当たって
可能な支援なども考え、何をどのように求めるのかを、
具体的に規定する必要がありますので、南海地震対策
に取り組むというように、総論で規定することは適当で
ないと考えます。
　県の責務としては、第１章第６の１に、県は、組織と機
能のすべてをあげ、市町村、国等の防災関係機関と密
接に連携しながら、南海地震対策を計画的に推進する
ことを規定しており、市町村に積極的に南海地震に取り
組んでいただくことは、この規定に反映されているもの
と考えていますので、このままの表現としたい。

9 Ａ 第9章第2
節第5

災害時要
援護者へ
の啓発と

支援

＜その他の意見＞
「災害時要援護者の特性」の特性

の前に、言葉がないと、意味するこ
とが伝わらないのでないか。

　
　「災害時要援護者の特性」の具体を例示するとすれ
ば、「災害時要援護者の情報の受発信、移動又は適切
な判断の困難性、薬剤使用又は医療処置の必要性等
の特性に配慮した」というように長くなってしまう。内閣
府の災害時要援護者の避難対策に関する検討会の報
告書などでも、「災害時要援護者の特性」という表現が
使われているため、このままの表現としたい。
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